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序   文 
 
 河川の維持管理は、洪水や渇水といった自然環境が対象であるばかりではなく、管理の対象

である河川そのものも、自然現象によってその状態が変化するものであり、その変化が、時に

は急激に起こるという特性を有している。これに加え、主たる河川管理施設である堤防は、長

い年月にわたり幾度も築造、補強を繰り返して、現在の姿となっているという歴史的な経緯を

有し、その構成材料が不均一であるという特性を持っている。このようなことから、河川維持

管理は、被災箇所とその程度をあらかじめ特定することが困難である等の様々な制約のもとで

実施せざるを得ないという性格を有するため、効果的・効率的な河川維持管理を推進するため

には、これまでの河川維持管理における経験の積み重ね等を踏まえるとともに、河川の状態の

変化を把握し、その分析・評価を繰り返すことにより、その内容を充実することが重要である。

また、生物の多様な生息・生育・繁殖環境としての河川環境の保全・整備、地域の活力創出や

うるおいある生活のための公共空間としての利用に対する要請も高まっており、このような観

点からも適切な維持管理を行う必要がある。一方、高度経済成長期に多くの河川施設の整備が

進められたが、それらが今後更新時期を迎えることとなり、より効率的な施設の維持更新が求

められている。 
 社会資本にかかる維持管理の費用はますます必要となる一方、現在、厳しい財政状況下にお

いては、河川管理者である国、県、及び市町村がそれぞれの河川の特性に応じて必要とされる

維持管理の水準を理解し、これを維持していくよう努める必要がある。 
 このため、国土交通省河川砂防技術基準 維持管理編（河川編）の策定（国河情第１号 平

成２３年５月１１日）に基づき、高瀬川（小川原湖含む）における、おおむね今後５年間の河

川維持管理の具体的な内容を定めた「河川維持管理計画」を策定した。 
 河川の管理は、高瀬川（小川原湖含む）の施設の状態を把握し、その結果必要に応じて対策

を実施し維持管理をしていかなければならないが、状態把握の結果の分析や評価は確立された

手法がない場合が多い。したがって、今回作成した河川維持管理計画は、必要に応じて有識者

等の助言を得られる体制整備に努める他、「維持管理計画検討会」及び「河川整備計画」によっ

て見直されるものである。 
 なお、大規模な出水、社会情勢の変化等により、かならずしも当該年度の維持管理計画が計

画どおりに出来ない場合があり、常に状況に応じ、適宜対応するものである。 
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１．流域の自然状況 

 

１．１ 河川・流域の概要 

高瀬川（七戸川）は、青森県東南部の太平洋側に位置し、その水源を 八甲田
は っ こ う だ

山系の 八幡岳
はちまんだけ

(標高 1,020ｍ)に発し、東流して七戸町で 作田川
さ く た が わ

、東北町
とうほくまち

（旧上北町）で 坪川
つぼがわ

、赤川
あかがわ

等

の支川を合わせ小川原湖に至り、砂土路川
さ ど ろ が わ

、土場川
ど ば が わ

、姉沼川
あねぬまがわ

等の支川を湖内に集め、湖の

北部から太平洋に注ぐ、流域面積 867km2、幹川流路延長 64km の一級河川です。 

その流域は、2市 4町 1村からなり、

中下流部には青森県 上十三
かみとおさん

地域の拠

点である 三沢市
み さ わ し

、十和田市
と わ だ し

等を擁し、

この地域の社会・経済・文化の基盤を

なしています。 

一方、流域の下流部、河口から 

約 6km～24km には高瀬川水系を代

表する小川原湖が位置しています。 

小川原湖は、今から 3 千年前頃（縄

文後期）からの全世界的な気候の低温

化に伴う海面低下により、既に形成さ

れていた内海が後退し、湾口が海岸砂

丘の発達により狭められ、入り江の一

部が分離され形成された海跡湖です。

高瀬川を通じて太平洋と繋がる汽

水性の湖沼であり、湖面積は約 63km2

で我が国 11 番目(汽水湖の中では 5 番

目)の面積規模を有し、平均水深は約

11ｍ、最大水深は約 25ｍです。 

また、小川原湖周辺には小川原湖湖

沼群と称している 姉沼
あねぬま

、 内沼
うちぬま

、

田面木沼
た も ぎ ぬ ま

、市柳沼
いちやなぎぬま

等の小湖沼が点在

しています。 

図 1-1 高瀬川流域 
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１．２ 流域の地形 

高瀬川流域の大部分は 三本木原
さんぼんぎはら

台地および 六ヶ所
ろ っ か し ょ

高原などの洪積台地と、小川原湖およ

び河川周辺の低地で構成されていま

す。この平坦な台地や低地を囲むよ

うに、北部に下北丘陵、西部に奥羽

山脈が広がり、南部は北上高地の北

縁に連なっています。 

流域内の標高比率をみると、標高

50m 以下の地域が 45.6％ともっとも

多く、標高 100m以下の地域は 73.5％

と流域の大部分を占めています。 

 

 

 

 

図 1-2 高瀬川流域の標高 

 

 

出  典：高瀬川水系  河川整備計画（大臣管理区間)（東北地方整備局、平成 18 年 3 月) 
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１．３ 流域の地質 

高瀬川流域の地質は、北部の石川台より南部の吹越烏帽子に連なる中央丘陵地を新第三紀

の安山岩質集塊岩類が占め、その東西両側の低平丘陵地に新第三紀の水成岩類、第四紀の火

山砕屑物が平行的に分布している。 
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１．４ 流域の気候 

高瀬川流域は、夏が短く冬が長い冷涼型の気候に属します。特に 5～8 月にかけて吹く冷湿

な北東風は“やませ”と呼ばれ、気温は 3～4 度も急激に下がり、昼夜を通じて霧雨まじりの

状態が続き、稲の生育に重大な影響を及ぼして冷害を引き起こします。 

年間の降水量は三沢地点で約 1,300mm程

度と、全国平均（約 1,800mm）に比較して

少なくなっています。積雪量は八甲田山に

近い上流域では 200cm を超えますが、全体

としては太平洋側に向かうほど積雪量は少

なくなり、近年の観測結果によると、1～2

月の平均積雪深は小川原湖の位置する下流

部では 25cm を下回っています。 

 

 

 

 

図 1-3 高瀬川流域の年平均降水量分布状況 
                              ( 1998-2002 年平均 ) 

出典：国土交通省、気象庁 
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オオセッカ 

※1 湖口マウンド：小川原湖から高瀬川に流れこむあたりの水深の浅い部分 
※2 ワンド： 川の本流とつながっているが、水制などに囲まれて池のようになっている場所のこと。

魚など水生生物に安定した住み家を与えるとともに、様々な植生が繁殖する場ともなっ

ている。 
※3 ラムサール条約：「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」特に水鳥の生息地等とし

て国際的に重要な湿地及びそこに生息・生育する動植物の保全を推進することを目的と

する。 

２．流域及び河川の自然環境 
２．１ 自然環境 

 高瀬川流域上流域の山間渓谷部付近は、ブナ－

ミズナラ林等の落葉広葉樹林帯が広がり、エゾイ

ワナやヤマメ等が生息しています。高瀬川の上流

坪川の支川である小坪川渓流は、山合いを 1Okm に

わたり流れ下り、春には新緑、秋には紅葉が楽し

める高瀬川の上流を代表する優れた河川景観を有

しています。 

 中流域付近では畑地・牧草地が広がり、スナヤ

ツメ、タナゴ、ジュズカケハゼ等が生息しており、

砂礫底の瀬はサケやウグイの産卵場に、水生植物帯やワンドはタ

ナゴ、メダカ等の生息場となっています。 

 下流域には、水田が広がり、小川原湖の水深の浅い場所を中心

として、カワツルモやシャジクモ等の汽水性及び淡水性の水生植

物が多く生育し、さらに汽水湖では唯一マリモが確認される等、

植物相からみても貴重な汽水環境を有しています。汽水環境上重

要な湖口マウンド※1 は、主要な水産資源であるヤマトシジミの産

卵場となっています。 

高瀬川には、干潟やワンド※2 が分布し、イバラトミヨ・ビリンゴ等の魚類の産卵場や仔稚

魚の生息場となっている他、ゴカイ等の餌生物が豊富であるため、鳥類等の捕食者も訪れま

す。河口周辺の塩沼植物群落や砂丘植物群落には、面積は小さいものの、それぞれの群落に

特有な生物が生息・生育しています。 

小川原湖周辺には、姉沼・内沼・田面木沼・市柳沼等の小湖沼が点在し、小川原湖湖沼群

として「日本の重要湿地 500」（環境省）にも選定され、ガン・カモ類等の越冬地・渡りの中

継地となっています。 

また、かつて連結湖であった仏沼周辺は、シマク

イナやコジュリンなど希少な鳥類が生息し、さらに

絶滅危惧種であるオオセッカの国内最大の繁殖地と

なっています。その環境を保全するため仏沼は、国

指定鳥獣保護区（特別保護地区）に指定され、平成

17年 11月にはラムサール条約※3に登録されました。 

小川原湖及び周辺の市柳沼等は、カンムリカイツブリ

の繁殖地となっています。 
 
 
 

夏場の小川原湖畔 

 

石に付着している 

小川原湖のマリモ 
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２．２ 小川原湖周辺湖沼群 

小川原湖周辺には、姉沼・内沼・田面木沼・市柳沼などの小湖沼が点在し、これらと小

川原湖を総括して小川原湖湖沼群といいます。この小川原湖湖沼群は、1)希少種・固有種

等の生育・生息状況、2)生物相の多様さ、3)特定種の個体群の生息比率の高さ等の基準か

ら「日本の重要湿地 500」※1（環境省）に選定されており、小川原湖はビオトープ※2 ネッ

トワークとしての要となっています。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

市柳沼 

田面木沼 

姉沼 

仏沼 

図 1-4 小川原湖湖沼群 

の代表的小湖沼 

※1「日本の重要湿地 500」： 湿地保全施策の基礎資料を得るため、環境省が専門家の意見を踏まえて、湿原、河川、

湖沼、干潟、藻場、マングローブ林、サンゴ礁など、生物多様性保全の観点から重要な

湿地を 500 ヶ所選定したもの 
※2 ビオトープ： その土地に昔からいたさまざまな野生生物が生息し、自然の生態系が機能する空間のこと。最

近は、人工的につくられた、植物や魚、昆虫が共存する空間を呼ぶことが多い。 

javascript:openwindow('list.html','list')
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２．３ 歴史･文化 

高瀬川流域には、縄文時代の遺跡や中世城館跡などの歴史的地物が多く存在しています。

七戸城跡などの史跡、南部七戸見町
なん ぶしちのへみ ろま ち

観音堂庶民信仰資料などの重要有形民族文化財、小川

原湖のハクチョウなどの天然記念物、国・県合わせて 13 の指定文化財が存在しています。 

東北町および七戸町（旧天間林村）には「坪
つ ぼ

の碑伝説」＝「日本中央の碑伝説」、小川

原湖周辺には「玉代姫
た ま よ ひ め

・勝世姫
か つ よ ひ め

の伝説」などがあり小川原湖を中心として歴史・文化が

育まれていった状況がうかがえます。 

 また、小川原湖周辺には、 鯨森遺跡
くじらもりいせき

・

向平遺跡
むこうだいらいせき

・二ツ森
ふ た つ も り

貝塚・中志
ち ゅ う し

貝塚など多くの

遺跡貝塚が分布し、古代より小川原湖と人々の

暮らし・営みと深い関わりがあったことがうか

がえます。 

 

 

 

 

                
          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

図 1-6 高瀬川流域における主な文化財 

 

図 1-5 小川原湖周辺の遺跡・貝塚 

 

 

玉代姫・勝世姫像 
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３．社会環境 

 ３．１ 流域の土地利用と産業 

 

 

 

 

 
表 1-1 高瀬川流域市町村の人口の推移 

（出典：国勢調査） 

 

75,170 75,499 73,028 74,165 75,389 74,392

58,886 61,295 60,911 62,418 63,363 62,546

39,962 41,425 41,342 41,605 42,495 42,425

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

昭和55年 昭和60年 平成2年 平成7年 平成12年 平成17年

(人
)

三沢市

旧十和田市

その他の町村

計： 174,018 計： 178,219 計： 175,281 計： 178,188 計： 181,247 計： 179,363

 

 

流域の土地利用 

 

流域内には、三本木原を中心とした農地や放牧地が広が

っており、稲作や根茎菜等の畑作、稲作、畜産が行われて

います。放牧地は流域の上流側に多く点在しており、水田

は七戸川、土場川、砂土路川などが集まる低地に集中して

います。 

流域の土地利用状況についてみると、山地等が約 69％、

水田や畑地等の農地が約 28％、宅地等の市街地が約 3％と

なっています。 
 

事業に係わる地域の人口、資産等の変化 

 

高瀬川水系では、流域内人口は長期的には横ばい傾向にあります。昭和 55年の約 174,000人と比較し

て、平成 17年では約 179,400人であり、微増となっています。 
 

農地

247km2, 28%

市街地

24km2, 3%

山地等

597km2, 69%

農地

市街地

山地等

図 1-7 高瀬川流域の土地利用面積 
出典：「河川現況調査 

（調査基準年:平成 12年度末）」 
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高瀬川水系は、中下流部に青森県上十三地域の拠点である三沢市、十和田市等を擁し、この地域の

社会・経済・文化の基盤をなしています。 

高瀬川流域に関連する２市４町１村における産業別就業者数は、就業者数全体として近年やや減少

の傾向を示しており、産業別の内訳としては農林業などの第１次産業人口は減少しているものの、小

売業やサービス業の第３次産業の就業者数は増加しています。 

  

表 1-2 高瀬川流域市町村における産業別就業者数の推移 

（出典：国勢調査） 
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４．水害と治水事業の沿革 

４．１ 既往洪水の概要 

高瀬川における過去の大規模な洪水は、昭和 33年 9月、昭和 43年 8月、平成 2年 10月、平成

10年 9月、平成 18年 10月、平成 19年 11月に発生しています。 

表 1-3 主要な水害 

発生年月日 
流域平均 
2日雨量 

(高瀬橋上流域) 

湖水位 被 害 状 況 

昭和 33年 9月 26日 

（台風 22号） 
210.4mm 

TP+2.79ｍ※ 
(沼崎観測所) 

十和田市、三沢市、七戸町、上北町他 死者 3 人、負傷者

17人、住家損壊流失 151戸、床上床下浸水 2,801戸、浸水

範囲面積 3,150ha 

昭和 41年 6月 27日 

（台風 4号） 
142.3mm 

TP+1.37ｍ 
(沼崎観測所) 

十和田市、三沢市、上北町、東北町他 床上浸水 85戸、床

下浸水 57戸、農地被害 3287ha（流域市町村全体） 

昭和 43年 8月 20日 

（低気圧） 
156.0mm 

TP+1.31ｍ 
(沼崎観測所) 

東北町 住家半壊床上浸水 106戸、床下浸水 93戸、農地浸

水 108ha、宅地等浸水 90ha 

平成 2年 10月 26日 

（低気圧） 
181.8mm 

TP+1.11ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

上北町、六ヶ所村他 家屋半壊 1 戸、床上浸水 143 戸、

床下浸水 96戸、浸水範囲面積 2,600ha 

平成 6年 9月 14日 

（前線の停滞） 
173.0mm 

TP+1.11ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

三沢市、上北町他 床上浸水 21 戸、床下浸水 67 戸、農地

被害区域 139ha、宅地等被害区域 7ha 

平成 10年 9月 30日 

（低気圧） 
137.8mm 

TP+1.26ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

上北町、天間林村 床上浸水 7 戸、床下浸水 5 戸、農地被

害区域 317ha、宅地等被害区域 1ha 

平成 18年 10月 6日 

（低気圧） 
182.9mm 

TP+1.52ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

東北町 床下浸水 9戸、農地被害区域 55ha、 

宅地等被害区域 0.6ha 

平成 19年 11月 11日 

（低気圧） 
189.0mm 

TP+1.16ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

東北町 床下浸水 1戸、農地被害区域 25ha 

※沿川市町村のみの速報値 

平成 23年 9月 17日 

（前線及び台風15号） 
127.2mm 

TP+1.25ｍ 
(小川原湖総合観

測所) 

東北町 農地被害区域 19ha 

※沿川市町村のみの速報値 

「青森県水害誌（青森県）1959」「災害記録（青森県）S48.3」および「水害統計（建設省河川局）」の集計値。農地

については、流失・埋没・浸水・冠水を全て含めた。 

 

図 1-8 主要な水害による浸水範囲 
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東北町 旭地先          東北町 栄沼地先（花切川合流部付近） 

昭和 33年 9月洪水による被害状況 

 

  

東北町 乙供（赤川）              東北町 新町（赤川） 

昭和 43年 8月洪水による被害状況 

 

  

東北町（七戸川合流部）            東北町（旧上北町）市街地 

平成 2年 10月洪水による被害状況 
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４．２ 治水事業の沿革 

高瀬川水系の近年の治水事業は、昭和７年に青森県が高瀬川(七戸川)の計画高水流量※1560ｍ3/s
とし、高瀬川(七戸川)、坪川及び赤川の改修を実施したことに始まります。 
高瀬川の河口は、偏東風や高潮の影響により閉塞しやすいため、改修着手以前から地域住民に

よる浚渫※2 が毎年のように行われてきました。戦後、高瀬川右岸※3 の 天ケ森
あまがもり

に米軍の射爆撃場が

設置され規制区域となったことから、住民による維持作業が不可能となりました。昭和 33 年 9 月の台風

による洪水では、河口閉塞の影響と相まって、湖水位が TP+2.79ｍまで上昇し、死者 3 人、負傷

者 17 人、家屋の全半壊・流失・床上床下浸水約 3,000 戸と甚大な被害が発生しました。 
この洪水を契機に青森県による治水計画の改訂がなされ、小川原湖の計画高水位※4 を

TP+1.57m、高瀬橋地点における計画高水流量を 400ｍ3/s とし、このうち 250ｍ3/s は放水路を開

削して分流する計画が立てられました。この放水路の開削工事は青森県が昭和 37年から着工し、

防衛施設庁の障害防止対策工事※5 として施行し、昭和 52 年度に竣工しています。この間、昭和

44 年 5 月に閣議決定された新全国総合開発計画において、むつ小川原開発の位置づけがなされるなど、

流域の社会・経済情勢の変化に対応して、昭和 47 年 4 月に高瀬川水系が一級河川に指定され、

小川原湖 33.7km、高瀬川 6.4km、計 40.1km が直轄管理区間※6となりました。 
これに対応して、昭和 52 年 8 月に閣議了解されたむつ小川原開発第二次基本計画との調整を

図り、計画高水位を TP+1.70ｍ、高瀬橋地点における計画高水流量を 1,400ｍ3/s とする高瀬川水

系工事実施基本計画を昭和 53 年 3 月に策定しました。この計画に基づき、小川原湖の湖岸堤を

順次整備してきました。 
 

  
高瀬川放水路の整備状況 

 

 

 

 

高
瀬
川
放
水
路→

 

※1計画高水流量： 洪水対策を行う際に、ダムなど洪水調節施設で流水を貯留した後の、河道で処理する計画流

量 
※2浚渫： 海底・河床などの土砂を、水深を深くするために掘削すること。 
※3右岸左岸： 河川を上流から下流に向かって眺めたとき、右側を右岸、左側を左岸と呼ぶ。 
※4計画高水位： 計画高水流量が流れるときの川の水位。小川原湖の場合は、洪水を防御する時の水位上昇を許

容する計画水位 
※5障害防止対策工事、※6直轄管理区間： 次頁 
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※5障害防止対策工事： 演習場の荒廃、大型車両の通行などによって生じる障害を防いだり、軽くしたりするた

め、市町村等の河川改修や道路工事等に対して行う防衛施設庁の助成事業として行う工

事 
※6直轄管理区間： 国土交通大臣が管理する区間。県知事が管理する区間を指定区間という。 

 

 

治水事業の沿革 
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【むつ小川原開発計画】 

昭和 44 年 5 月に決定された新全国総合

開発計画において、むつ小川原開発が位置

付けられました。その後、昭和 46 年 3 月

むつ小川原総合開発会議が設置され、昭和

47年9月にむつ小川原開発第1次基本計画、

昭和 52 年 8 月にむつ小川原開発第 2 次基

本計画が閣議了解され、六ケ所村から三沢

市に至る臨海部の大規模工業基地建設が

位置づけられました。これら新たな水需要

に対応するため、昭和 53 年 12 月に小川原

湖総合開発事業計画を策定し、河口堰の建

設による小川原湖の淡水化によって、周辺

地区の新規かんがい用水, 水道用水, 工業

用水、並びに既得用水の安定化を図る計画が進められてきました。 
しかし、工場立地の海外シフトなど産業経済活動のグローバル化、国際競争の激化など社会情

勢の変化にともない、「小川原湖総合開発事業審議委員会」において小川原湖総合開発の現状と課

題を整理し、新たな開発の方向性を検討した結果、平成 8 年 11 月に「小川原湖淡水化撤回」の

意見が出されました。また、平成 14 年 11 月までに小川原湖総合開発事業に参画している国営及

び県営のかんがい用水、上水道、工業用水道については、利水要望（かんがい）、ダム使用権設定

申請（上水道、工業用水道）の取り下げが行われ、平成 14 年 11 月東北地方整備局が設置した事

業評価監視委員会において小川原湖総合開発事業の中止が妥当と判断されました。これを受けて

平成 14 年 12 月国土交通省は小川原湖総合開発事業の中止を決定しました。なお、治水対策は引

き続き国土交通省において実施することとしました。 
 

表 1-4 むつ小川原開発の経緯 

年 度 小川原湖総合開発事業に係わる動き 備 考 

昭和 47年 9月 

昭和 52年 8月 

同年 

昭和 53年 12月 

昭和 56年 8月 

平成 14年 10月 

 

平成 14年 11月 

 

平成 14年 12月 

・むつ小川原開発第 1次基本計画 閣議了解 

・むつ小川原開発第 2次基本計画 閣議了解 

・実施計画調査 開始 

・基本計画策定･告知，建設事業着手開始 

・基本計画の変更 

・小川原湖広域水道用水供給事業 利水要望取り下げ 

・小川原工業用水事業 利水要望取り下げ 

・国営土地改良事業 利水要望取り下げ 

・県営畑地帯総合土地改良事業 利水要望取り下げ 

・小川原湖総合開発事業を中止 

 

 

 

 

 

広域水道企業団 企業長 

青森県知事 

東北農政局長 

青森県知事 

 

 

 

 

図 1-9 むつ小川原開発対象地域 
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５．水利用の状況 

５．１ 水利用 

河川水の利用に関しては、幕末に 新渡戸伝
に と べ つ と う

・十次郎
じゅうじろう

父子が農業用水確保のため 稲
いな

生
おい

川
がわ

用水路

を建設し、隣接する 奥入瀬川
お い ら せ が わ

から導水を行い、高瀬川流域の発展に寄与したとの記録が残されて

います。 

戦後の食料増産時期には国営開墾事業が実施され、農業用水の需要が飛躍的に増大しました。そ

の後も小川原湖周辺を中心とした開拓事業が実施され、また畑地から水田への転換などにより水需

要は増加してきましたが、昭和 40年代からは横ばいとなっています。 

高瀬川水系では、約 6,600haの耕地のかんがいに利用され、約 300件の施設により、最大約 25m3/s

の取水が行われています。かんがい用水以外の取水としては、姉沼における米軍の水道用水として

昭和 24年より取水が開始されており、現在では七戸町への水道用水、米軍への工業用水が供給され

ています。 

また、水系外である奥入瀬川から、かんがい用水の還元として、砂土路川(約 4.0m3/s)と姉沼川(約

0.6m3/s)を経由し、合計約 4.6m3/sが流入しています。 

高瀬川水系では、昭和 43 年以前にかんがい用水取水路(谷地頭
やちがしら

頭首工)の呑口から導水されなく

なる取水障害が生じていますが、農作物への直接的な被害は生じておらず、その後も大きな渇水被

害は生じていません。 

 

表 1-5 高瀬川水系における水利権 H24.3.31現在 

項目 区分 件数 最大取水量（m3/s） 

水道用水 法 2 0.0501 

農業用水 
法 42 24.201 

慣 256  

工業用水 法 1 0.0019 

法：河川法第 23条の許可を得たもの 

慣：河川法施行前から存在する慣行水利権 

 

【河川別取水量割合】

市ノ渡川, 0.25% 栗ノ木沢川, 0.18% 作田川, 0.47%

姉沼, 0.09%中野川, 4.25%

坪川, 26.86%

赤川, 2.23% 土場川, 5.35%

砂土路, 17.35%

高瀬川, 42.98%

 

図 1-10 高瀬川水系における河川別取水量の比率 
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５．２ 渇水被害の状況 

高瀬川水系では、昭和 43 年以前にかんがい用水取水路(谷地頭
やちがしら

頭首工)の呑口から導水されな

くなる取水障害が生じていますが、農作物への直接的な被害は生じておらず、その後も大きな渇

水被害は生じていません。 
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６．河川の水質 

６．１ 水質 

高瀬川水系の水質汚濁に関わる環境基準の類型指定は以下のとおりです。 

表 1-6 高瀬川流域の類型指定状況 

水系名 水域名 類型 目標水質 達成期間 告示年月日 指定機関 備考 

高瀬川 
土場川 

（全域） 
Ａ 2mg/l イ S55. 3.25 国 東通り水域 

 
七戸川 

（七戸川全域及び支派川） 
Ａ 2mg/l イ S55. 3.25 国 東通り水域 

 
砂土路川 

（全域） 
Ａ 2mg/l イ H 2. 4. 2 国 東通り水域 

 
姉沼川 

（全域） 
Ｂ 3mg/l イ S55. 3.25 国 東通り水域 

 
古間木川 

（全域） 
Ｂ 3mg/l ロ H11. 3.15 国 東通り水域 

 
小川原湖 

（小川原湖全域及び高瀬川） 
湖沼Ａ 3mg/l ロ S55. 3.25 国 東通り水域 

河川環境基準類型 AA：BOD1mg/l以下、A：2mg/l以下、B：3mg/l以下、湖沼 A：3mg/l以下 

達成期間  イ：直ちに達成、  ロ：5年以内で可及的速やかに達成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-11 高瀬川水系における水質調査地点 



 

 

 25 

 

７．河川空間の利用状況 

７．１ 河川の利用 

 小川原湖は、湖畔のキャンプ場や湖水浴場等

でのレクリエーションや湖水まつり・花火大会

等のイベントを通じて、周辺住民の憩いの場と

して水辺利用されています。また、広大な湖面

でのウィンドサーフィンやヨット等の水上スポ

ーツ、ワカサギ釣りやシジミ採りなど四季折々

の利用が見られます。 

 河川空間利用者数は、平成 15年度調査時で約

17万人であったが、平成 18年度では約 20万人

と大幅な増加となった。（平成 18 年度河川空間

利用実態調査より） 

   

  小川原湖の花火大会        小川原湖で休むハクチョウの群 

   

  シジミ採り             冬の風物詩：ワカサギ釣り 

 

 

 

 

小川原湖の湖面利用 
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８．河道特性 

８．１ 河道特性 

  小川原湖は、海面低下と砂州の成長により外海と切り離され形成された海跡湖であることから、

湖は低平地に位置しており、海面との水位差はほとんどない。小川原湖と太平洋をつなぐ下流高瀬

川の延長は約 6km であり、河床勾配は約 1/30,000 である。 

  一方、小川原湖に流入するまでの高瀬川（七戸川）の河床勾配は、上流の小坪渓流で約

1/50 であり、全域では約 1/50～1/2,000 の範囲に 

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1-12 
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９．河川管理 

９．１ 河川管理区間 

河川管理区間は、大臣管理区間（直轄管理区間）とします。 

 

表 1-7 河川管理区間 

河川名 上流端 下流端 延長(㎞) 適用 

高瀬川 

（小川原湖及び 

七戸川 E

しちのへがわ

Aを含む） 

【左岸】 

青森県上北郡
かみきたぐん

東北町
とうほくまち

大字上野
う わ の

 
字北谷地

き た や ち

347 番の 2 地先 
【右岸】 

青森県上北郡東北町大字上野 

字北谷地 106 番地先 

海に至る 40.1 
昭和 47 年 4 月 26 日 

建設省告示第 881 号 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-13 河川管理区間（大臣管理区間） 

 

 

 

高瀬川流域図 
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第２章 河川管理上留意すべき事項 
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１．河川維持管理上留意すべき河道特性等  

 

 

１．１ 河道特性 

小川原湖は、海面低下と砂州の成長により外海と切り離され形

成された海跡湖であることから、湖は低平地に位置しており、海

面との水位差はほとんどない。 

小川原湖と太平洋をつなぐ下流高瀬川の延長は約 6.4km であ

り、河床勾配は約 1/30,000 である。 

一方、小川原湖に流入するまでの高瀬川（七戸川）の河

床勾配は、上流の小坪渓流で約 1/50であり、全域では約 1/50

～1/2,000 の範囲にある。 

小川原湖は海跡湖であることから、周辺の地形が小川原

湖を中心としたすり鉢状の地形をなしており、洪水氾濫し

やすく、氾濫原は閉鎖型である。 

 

また、高瀬川（七戸川）などの支川から小川原湖に流入した河川水は、下流の高瀬川及び高瀬川放

水路を経て海に流出することとなるが、高瀬川の河床勾配がほぼレベルであり洪水時の流下能力が低

く、また海水の逆流が生じることから浸水継続時間が長期に及ぶ。 

 

 

約5000年前の古

小川原湾 

現在の小川原湖 

小川原湖の形成約3000年前

約5000年前

約2万年前以降

約2～7万年前

旧小川原湾の形成

縄文海進による
海水侵入

湖盆の形成

状況時代

小川原湖の形成約3000年前

約5000年前

約2万年前以降

約2～7万年前

旧小川原湾の形成

縄文海進による
海水侵入

湖盆の形成

状況時代

図 2-1 小川原湖の形成 

図 2-2 小川原湖流入概念図 
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１．２ 河口管理 

高瀬川の河口は偏東風や高潮の影響により閉塞しやすいため、昭和７年以降の青森県による高瀬

川（七戸川）、坪川及び赤川の改修着手以前から、地域住民による河口部の浚渫は毎年のように行わ

れてきた。 

しかし、戦後、高瀬川右岸天ヶ森に米軍の射爆撃場が設置されたことにともない、住民による維

持作業が不可能となり、昭和 33年 9月の台風による洪水では河口閉塞の影響と相まって甚大な被害

が発生した。 

近年も、数年に一回程度河口閉塞が発生していることから、今後も河口の状況を常時監視し、河

口閉塞対策等の必要に応じた対策を行う必要がある。 

表 2-1 高瀬川の河口閉塞対策の経緯 

時  期 対 策 の 内 容 

戦 前 
河口閉塞が生じぬよう、毎年浚渫・護岸作業を行い、河口を維持

していた。 
1949年（昭和 24年） 高瀬川右岸側が米軍規制区域(三沢対地射爆撃場)となる。 

1958年（昭和 33年） 
河口閉塞時に出水が生じたため小川原湖水位が上昇し、甚大な浸

水被害が生じる。閉塞解消のため開削作業を実施する。 
1984年（昭和 59年） 河口閉塞が生じ開削作業を実施する。 

1991年（平成 3年） 河口閉塞が生じ開削作業を実施する。 

1996年（平成 8年） 河口閉塞が生じ開削作業を実施する。 

 

  
  昭和 59年 3月              平成 3年 4月 

 

１．３ 河道管理 

小川原湖への支川流入部においては、経年的な土砂堆積によって、中洲の発達が進行すると、流

下能力が低下し、洪水時の水位上昇につながる。また、出水による土砂堆積及び流木については、

河川管理施設の機能に支障を及ぼす場合がある。このため、流下能力維持と河川管理施設の機能維

持の観点から必要に応じて土砂撤去等の対応を図る必要がある。 

また、河岸の浸食や護岸、根固工等の変状は、堤防の安全性低下につながるおそれがあるため、適切

に管理していく必要がある。 
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※プランジングポイント： 高瀬川を遡上した塩水のうち、湖内に流入するものと再び海に戻るものとを分ける境

界点。これを越えた塩水は、底層密度流となって湖底へ侵入する 

１．４ 動植物の生息・生育環境 

小川原湖は日本の主要な汽水湖の中で最も塩分濃度が低い微汽水性の湖である。 

小川原湖下流の高瀬川では、潮位と湖水位との水位差により、順流・逆流が生じる構造となって

おり、密度の低い湖水は上層を、密度の高い海水は下層を流れるといった２層構造に近い状況にあ

り、逆流が生じると、塩水（海水）が高瀬川を遡上し、湖口部のプランジングポイント※を越えたも

のが小川原湖に流入することがわかっている。 

このように小川原湖では、湖口部のプランジングポイントやマウンドと呼ばれる地形が、湖全体

の汽水環境を作り出している。 

この微汽水性の環境の中で、カワツルモやシャジクモ等の汽水性及び淡水性の水生植物が多く生

育し、また、汽水湖では唯一のマリモが確認される等、植物相からみても貴重な生物環境を有して

いる。また、湖口マウンドは、水産資源として重要なヤマトシジミの産卵場にもなっている。 

したがって、この湖口部の地形を維持する必要がある。 

 

図 2-3 塩水遡上メカニズム 

 

 

 

 

 

小川原湖

←

高
瀬
川

放水路→

ミオ筋

マウンド

大部分の塩水はマウンドを越えられず、
太平洋へ戻る

高
瀬
川
→

マウンド

塩
水

高
瀬
川
→

マウンドマウンド

塩
水

小川原湖

潮位が湖水位より高くなると、塩水が

小川原湖に侵入

マウンド
小川原湖

高
瀬
川
→

塩
水

マウンドマウンド
小川原湖

高
瀬
川
→

塩
水

プランジングポイン

トを越えた塩水は、

湖底に侵入 
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１．４．１ 高瀬川 

高瀬川河口部付近の塩沼植物群落にはヒメキンポウゲ、オオシバナなどの塩分に強い植物が生育

し、砂丘植物群落には乾燥した砂地に営巣するニッポンハナダカバチが生息しているなど、それぞ

れの群落に特有の動植物が生息・生育している。 

また、干潟は、潮汐に伴う干出、冠水の繰り返しにより環境要因の変動が見られ、極めて豊かな

生物相を示している。ワンドは、イバラトミヨ、ビリンゴなどの魚類の産卵場所や仔稚魚の生育場

所、洪水時の避難場所等として利用されるほか、鳥類などの捕食者場ともなっている。 

このように高瀬川には多様な環境が存在し、それぞれに特有な動植物が生息・生育しているため、

それぞれの環境を保全していく必要がある。 

 

図 2-4 多様な環境が存在する高瀬川 
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１．４．２ 小川原湖 

小川原湖内の水深 10ｍ未満の浅場には、マリモやシャジクモなどの水生植物が生育し、シラウオ、

ワカサギ、イバラトミヨ、ヌマガレイなどの魚類やエビ・カニ等の甲殻類、ヤマトシジミ、カラス

ガイ等の二枚貝等多くの生物の産卵場所、仔稚魚（幼生）の生息場所・休息場所（隠れ場所）とな

っている。 

また、水際の抽水植物群落は、高瀬川・小川原湖湖岸部全域に渡って広く見ることができる。代

表的な植物群落として、ヨシ群落が見られ、オオヨシキリ、オオバンなどの鳥類の繁殖場所として、

また、オオルリハムシ等の昆虫類、トンボ類の幼虫であるヤゴなどの生息場所として利用されてい

る。 

このように多様な動植物が生息・生育するエコトーン（水域から陸域への移行帯）を保全してい

くことが重要であるため、それらの対策が必要である。 

 

 

図 2-5 多様な動植物が生息・生育する浅場・水際 
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１．４．３ 外来種 

近年、高瀬川でも他の場所から持ち込まれ、定着している外来種が問題となっている。 

小川原湖では、平成 10年以降、地元自治体やボランティアによるオオクチバスの駆除が行われて

いるが、近年では中国産シジミ、タイワンシジミの不法投棄や花切川でボタンウキクサの異常発生

が見られるなど、今後も一層の警戒が必要となっている。 

侵入した外来種の個体数が増加すれば、在来種の生息・生育の阻害につながるおそれがあること

から、外来種侵入の防止を図る必要がある。 

 

 
 

 

デーリー東北（H16.10.25）      デーリー東北（H13.6.9）       東奥日報（H15.6.10） 

外来種問題に関する新聞記事 
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２．高瀬川における重点課題 

２．１ 河口閉塞 

高瀬川の河口は数年に１度（直近では平成８年）の割合で閉塞することから、重点的な監視

が必要である。 

 

２．２ 水質監視 

小川原湖の水質は悪化傾向にあることから、平成２０年度より水環境整備事業に着手し、平

成２１年度には養浜工、平成２２年度には炭素繊維浄化、植生浄化の試験施工、平成２４年度

には、水質自動監視装置を設置し監視すると伴に、小川原湖への塩分侵入量を矢板（高瀬川）

により抑制する対策（試験施工）を行い、水質の改善を進めて行くことが必要である。 

 

２．３ 刈草等の一般提供 

堤防除草にて発生する刈草や工事における伐木にて発生する立木については、資源の有効活

用、処分費等の軽減を目的として、出来るだけ一般提供に努めていく。 

 

２．４ 津波・高潮時の遠隔操作 

遠隔化工事の完了に伴い、市柳川水門と平沼第一排水樋門については遠隔操作が可能であり、

平成２４年度には、電源喪失時の電源確保対策、平成２５年度には、河口カメラの更新及び高

瀬川河口～事務所間を無線ラン及び光ケ－ブルを独自ル－トで設置しており、これにより動画

による河口の監視が可能となった。 
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第３章 河川の区間区分 
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１．河川の区間区分（ランク分け） 

高瀬川は全川にわたり同様の河川特性を有しているため、全川（小川原湖を含む）をＡ区間とす

る。ただし、堤防を必要としない区間や護岸等の施設を有しない区間についてはＢ区間とする（堤

防未施工区間は背後地に住家が近接しておりＡ区間とする）。 

Ａ区間 ２８，４００ｍ 

Ｂ区間 ２５，８００ｍ   計５４，２００ｍ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 区間区分図 
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第４章 河川維持管理目標 
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１．維持管理目標 

 

１．１ 維持すべき流下能力の設定 

一連区間の維持すべき流下能力は、河川整備計画の目標流量とする。 

また、設定に必要となる流下能力の算定は、堤防等の整備状況、河川管理施設の状態を踏まえて行

い、確保すべき一連区間の流下能力は、改修工事の進捗等を踏まえて、適宜見直しを行う。 

 

 

図 4-1 現況流下能力図 

 

１．２ 堆積土砂の掘削（河口部、支川流入部） 

1.2.1 維持管理の目的 

河口部及び支川流入部における現況河道の流下能力（治水安全度）の維持。 

1.2.2 維持管理目標（実施内容） 

維持すべき流下能力を確保するため、河川巡視及びＣＣＴＶを用いた常時監視による現状把

握を行い、必要に応じて維持掘削を実施する。（河口部） 

1.2.3 留意事項 

①出水後または監視結果により必要と判断された場合に行う測量結果をもとに、流下能力の

変化を把握し、維持掘削を実施する。 
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１．３ 堤防の高さ及び形状の維持 

1.3.1 維持管理の目的 

現況河道の流下能力（治水安全度）の維持。 

1.3.2 維持管理目標（実施内容） 

一連区間の維持すべき流下能力を確保するように堤防の高さ及び形状を維持する。 

1.3.3 留意事項 

①定期的な測量結果をもとに、その変化を把握する。 

②用地が買収できない等により必要な形状が確保されない区間については、それを踏まえて

維持管理する。 

 

１．４ 不法行為の排除 

1.4.1 維持管理の目的 

現況河道の流下能力(治水安全度)の維持 

1.4.2 維持管理目標（実施内容） 

洪水の際に流失し、下流での洪水流下に支障となったりする等、洪水流下の阻害となる恐れ

がある不法行為について速やかに対応する。 

1.4.3 留意事項 

  ①土地の不法占用及び船舶の不法係留等の状況を把握する。 

  ②改修工事の進捗等を踏まえて、計画的な排除を行う。 

 

１．５ 洗掘の対策 

1.5.1 維持管理の目的 

       護岸等の施設の基礎の維持 

1.5.2 維持管理目標（実施内容） 

    護岸前面等、施設の基礎周辺の河床高の変化を把握し、低下傾向にある場合には、特に注意

してモニタリングを継続し、洗掘の状態から、施設に明らかに重大な支障をもたらすと判断し

た場合には、必要な対策を実施する。 

1.5.3 留意事項 

     ①対策工事の内容は、周辺の河床低下の傾向等を考慮して検討する。 

②常時水面が護岸の基礎高より高い区間においては、目視による河床状況の把握が困難なこ

とから、定期測量の結果等により把握するものとする。 
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③風浪による河岸洗掘の恐れがある場合には、職員等による河川巡視により変状の早期発見

に努める。 

 

１．６ 堤防の機能の維持（高潮堤含む） 

1.6.1 維持管理の目的 

    堤防の浸食及び浸透に対する強度の維持 

1.6.2 維持管理目標（実施内容） 

    維持すべき堤防の耐浸食、耐浸透機能が低下するおそれがある、クラック、わだち、裸地化

湿潤状態等の変状が見られた場合は、モニタリングを継続し、変状の状態から明らかに堤防の

機能に重大な支障が生じると判断した場合には必要な対策を実施する。 

1.6.3 留意事項 

①堤防法面は、降雨が流水等によるのり崩れ、又は洗掘に対して安全となるように芝等によ

って覆われるものであるが、芝等で覆われた法面の耐浸食性の評価については、様々な手法

（平均根毛量と流水の作用継続時間との関係から評価する手法等）があり、それらを踏まえ

当面の堤防が持つ耐浸食機能を把握することが必要である。 

 

１．７ 護岸の機能の維持 

1.7.1 維持管理の目的 

    護岸の洪水流に対する耐浸食機能の維持 

1.7.2 維持管理目標（実施内容） 

     維持すべき護岸の耐浸食機能が低下する恐れがある目地の開き、吸い出しが疑われる沈下等

の変状が見られた場合は、モニタリングを継続し、変状の状態から明らかに護岸の耐浸食機能

に重大な支障が生じると判断した場合には、必要な対策を実施する。 

1.7.3 留意事項 

 護岸の機能を低下させる変状は、吸い出しによる護岸背面の空洞化によるものが多いが、空

洞化の状況は、護岸表面に明らかな変状が現れない限り困難である。また、護岸が常時水面下

にあるような区間においては、変状そのものが把握できない。このため、空洞化等が疑われる

場合には、丁寧に目視を行うとともに、必要に応じて目に見えない部分の計測等を行い、その

経時的変化を把握する。 
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１．８ 水門、樋門、排水機場等の点検・整備（土木構造物部分） 

1.8.1 維持管理の目的 

    施設の洪水時の所要の機能の確保 

1.8.2 維持管理目標（実施内容） 

 クラック、コンクリートの劣化、沈下等の変状等、各々の施設が維持すべき機能が低下する

恐れがある変状が見られた場合には、モニタリングを継続し、変状の状態から施設の機能の維

持に重大な支障が生じると判断した場合には必要な対策を実施する。 

   また、水路の埋塞土砂については、堆積が進行すると閉門時にエラーが表示され、確実な操作

ができなくなることから、必要と判断される場合は土砂撤去を行う。特に、遠隔化操作を行う市

柳川水門と平沼第一排水樋管については、確実に実施していく。 

1.8.3 留意事項 

 「河川管理施設等応急対策基準」（S51.12.15治水課長通達）及び同補足説明も参考として、

対策の必要性を判断する。 

 

１．９ 水門、樋門、排水機場等の点検・整備（機械部分） 

1.9.1 維持管理の目的 

    施設の洪水時の所要の機能の確保 

1.9.2 維持管理目標（実施内容） 

 異常音、腐食等、各々の施設が維持すべき機能が低下する恐れがある変状が見られた場合に

は、モニタリングを継続し、変状の状態から施設の機能の維持に重大な支障が生じたと判断し

た場合には必要な対策を実施する。 

1.9.3 留意事項 

①「ゲート点検・整備要領」、「排水機場設備点検・整備指針」による基準に基づき実施する。 

 

１．１０ 水文観測施設の補修 

1.10.1 維持管理の目的 

    観測精度の確保。 

1.10.2 維持管理目標（実施内容） 

    観測対象の事象（雨量、河川水位等）を適正かつ確実に捉えられる位置、状態に無い場合は

対策を実施する。 

1.10.3 留意事項 

   ①水文観測業務規定及び同細則に基づいて実施する。 

②樹木の繁茂により雨量、流量観測等に支障が出るような場合には伐採を実施する。 
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第５章 河川の状態の把握 
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１．河川の状態把握 

 

１．１ 維持管理の条件整備 

1.1.1 堤防等除草（堤防監視の条件整備） 

 1)実施の基本的な考え方 

堤防は流水が河川外に流出することを防止するために設けられるものであり、堤体の損傷を

放置すれば、浸食が拡大し破堤の原因となる。   

堤防除草は、洪水による災害発生の防止のため実施される堤防点検時に、堤防変状等の状況

を早期に把握するために実施される。近年では外来種による国内の生物環境に対して影響を与

えていることもあり、これらの駆除対策の役割も担っている。 

なお、堤防は、高瀬川、小川原湖に近づくための身近なアクセス空間であり、堤防除草は、 

アクセスの向上等、河川環境の維持にもつながる。 

 

2)実施の場所、頻度、時期等 

①実施の場所 

直轄河川管理区間のうちＡ区間の有堤部及び管理用通路部とする。 

②頻度・時期 

湖岸堤については年２回（集草有り）、管理用通路については年１回（集草有り）実施す

ることとする。集草後は、一般提供することを基本とし、残ったものについては、三沢市・

東北町については現地での焼却処分、六ヶ所村については処分場へ搬出する。 

     １回目の除草は、出水期（６月２０日～）前までに完了することとする。 

２回目の除草は、伸長の大きい夏草により秋期の出水等に対応するため、８月下旬から実

施するものとする。 

     なお、害虫対策等より除草時期への配慮の要請があった場合、適時実施する。 

③密 度 

     除草の刈高は１０㎝以下とする。 
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3)実施に当たっての留意点 

①事前調査 

除草区域内の官民境界杭、河川距離標杭、通信管路及び占用物件など、除草時に損傷しな

いよう事前調査を実施し、表示・保護などの対策を講じる。 

②除草時期の調整 

兼用道路管理者や他の占用者との除草時期が同時期となるよう事前調整を実施する。 

③刈草利用者との調整 

刈草は主に家畜の飼料・敷き藁の代用として利用されることから、利用者のニーズに合う

よう、天候に留意して行う。 

 

１．２ 基本データ収集 

 

1.2.1 測量 

(1) 縦横断測量（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

河川区域内においては定期的に河川縦横断測量を行い、河道の経年的な変化を把握し、局所

洗掘箇所の存在と河川管理施設、許可工作物への影響や河川の土砂収支を把握して、治山を含

む広い意味での流域管理に役立てる。 

    横断測量は、河道幅、水深、横断形上を把握し、河道計画や整備計画の基礎データとするた

めに行う。 

河道の流下断面を把握して、流下能力不足区間抽出基礎資料とするほか、その解消に向けた

河床掘削計画に資するとともに、深掘れによって構造物に支障が出ないかを把握し、対策を講

じるために行う。 

    さらに縦断形状を把握し、河道計画や整備計画の基礎データとするために行う。 

    縦断測量は、各距離標高の精度確保のため最寄りの水準点を用い定期的に直接水準測量を

行うものとする。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施にあたっては、直轄管理区間内（No.0～33）の２００ｍ間隔に設置した各距離標におい

て実施するものとする。５年に１回の頻度を基本とし、大規模出水後などは必要に応じて実施

する。 

3)実施にあたっての留意点 

高水敷を上回るような出水がなく、前回の測量後に高水敷の地形に変化が見られないと想定

される場合の横断測量は、低水路を対象に水際杭間の実測だけを行い高水敷きの直近測量デー

タと組み合わせた横断データとする。近年では平成２１年度に実施。 
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(2) 平面測量（航空写真測量）（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

河道全体とその周辺地域の状況を平面的に把握するとともに、改修計画や河川管理に使用す

る平面図を作成するために空中写真測量を行う。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

改修事業や洪水、沿川の土地利用によって部分的に改変があった場合は部分的な修正を行う

ものとする。当面は湖岸堤完了後に実施する。実施時期は空中写真測量実施可能な時期とし、

適宜実施する。 

3)実施にあたっての留意点 

河道内は流水による蛇行形状の変化、砂州の消長が繰り返されるものであるため平面的に捉

える。また、河川改修や周辺堤内地の開発等で地形変化が見られる場合は必要に応じ平面測量

により補完する。 

 

1.2.2 河道状況把握 

(1) 河床材料調査 

 1)実施の基本的な考え方 

縦横断測量と併せて河床材料調査を行い、流下能力の算出と河道計画に用いる粗度係数検討

等に資する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

直轄管理区間の内、高瀬川を対象に１㎞ピッチを基本に、はん濫注意水位以上の洪水が発生

した場合に調査を実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

河床材料調査箇所は、時間経過と共に洪水時の河床より堆積する可能性があることから、洪

水後極力早めに実施する。 

 (2) 漏水調査 

 1)実施の基本的な考え方 

洪水において漏水（堤体・基盤）が発生した場合、最悪の場合「堤防決壊」など地域住民に

対し甚大なる被害をおよぼすため、漏水箇所調査を実施し河川管理に資する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

重要水防箇所の旧河道跡などについて、出水期前に点検を実施する。 

    また、出水時において漏水の恐れのある箇所について実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

入沼・栄沼地区については旧川跡であることから、地下水位計により湖水位との連動性を

把握していく。地下水位計が自動化されていない箇所については河川巡視の際に計測する。 
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(3) 中洲・砂州の発生箇所、移動状況の継続調査 

 1)実施の基本的な考え方 

河道内の中洲・砂州について洪水時の流向及び流速並びに土砂堆積・洗掘の把握を行い、河

道の疎通能力や護岸等の保全のために必要な調査を継続的に実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

河口部及び支川流入部においては、洪水時のフラッシュ対策として砂州の状況を管理する必

要があるため、河川巡視及び監視カメラによる常時観測を実施する。 

また、支川流入部、高瀬川(小川原湖除く)及び湖口マウンド部においては、縦横断測量時に

あわせて調査を行うものとする。 

(4) 河口閉塞の状態監視 

 1)実施の基本的な考え方 

河口閉塞により、洪水が海域に排出されず堰上げが生じることで、河口部付近の浸水被害に

繋がるおそれがあることから、河口部砂州による閉塞現象について常時監視を行い、必要に応

じて河道埋塞土砂撤去などの対策について検討を行う。 

2)実施の場所、頻度、時期等 

直轄河川管理区間のＡ区間のうち高瀬川河口部とする。河口部は洪水時のフラッシュ対策と

して砂州の状況を管理する必要があるため、通常巡視においての目視による監視の他、監視カ

メラによる常時観測を実施し、砂州幅、砂州高等を確認するものとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

           監視カメラ画像のモニター監視状況 

 

 

 

 3)実施にあたっての留意点 

今後、出水時にフラッシュされることが明らかになった場合は本監視を省くものとする。 

○ 河口幅が 50m 以下となることが予想される場合には、必要な対策の検討を

行う。 
○ 河口幅が 50m 以下となり、さらなる閉塞が予想される場合には、関係機関

との事前協議(立入申請準備等)を行う。 
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１．２．３ 水文等観測 

(1) 水位観測（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

現況流下能力の把握をはじめ経年的にデータを蓄積し河川の流出特性の把握、水文統計や河

道計画等の基礎資料とするため管内１２箇所の観測所において観測する。 

    また、リアルタイムデータは雨量データとともに適切な洪水対応、渇水対応など基礎的なデ

ータとして活用する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施場所は表５－１のとおりとし、１０分単位の観測データをテレメータにより事務所へ伝

送する（通年）。なお、観測データは関連システムで閲覧可能なものとする。 

 

表 5-1 高瀬川水系水位観測所一覧表 

観測所名 所在地 管理区分 種別 河川名 水位計の種類 備考 

赤川 上北郡七戸町李沢字家ノ前 指定区間 テレ 赤川 水晶水圧式   

上野 上北郡東北町上野字揚地ノ下 指定区間 テレ 高瀬川 水晶水圧式   

砂土路川 上北郡東北町大字大浦字川内 指定区間 テレ 砂土路川 フロート式   

中津川 上北郡東北町大字小川原 指定区間 テレ 中津川 水晶水圧式   

姉沼川 三沢市大字三沢字猫又 指定区間 テレ 姉沼川 水晶水圧式   

沼崎 上北郡東北町大字大浦字南谷地 直轄区間 テレ 高瀬川 フロート式   

土場川 上北郡東北町字土場川１７６地先 指定区間 テレ 土場川 水晶水圧式   

鶴ヶ崎 上北郡東北町字横志多２８－４ 直轄区間 テレ 高瀬川 フロート式   

小川原湖 上北郡東北町小川原湖内 直轄区間 テレ 高瀬川 水晶水圧式   

高瀬橋 上北郡六ヶ所村大字倉内 直轄区間 テレ 高瀬川 水晶水圧式   

高瀬川 三沢市大字天ヶ森字天ヶ森６－１ 直轄区間 テレ 高瀬川 水圧式   

河口 上北郡六ヶ所村平大字平沼字道ノ上 10-2 直轄区間 テレ 高瀬川 水晶水圧式   

 3)実施にあたっての留意点 

観測所データは、防災関係各機関での利用、ならびに一般へ情報提供している極めて重要な

ものであり、機器の故障による欠測や施設の損傷を回避する必要があるため、点検を実施する。 
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(2) 雨量観測（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

流域内雨量について、出水時の降雨量把握、洪水予測ならびに洪水防御計画、渇水対策及び

水文統計データ等を得るため、管内の１１箇所の観測所において観測する。 

また、リアルタイムデータは水位データとともに適切な洪水対応、渇水対応など基礎的なデ

ータとして活用する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施場所は、表５－２のとおりとし、１０分単位の観測データをテレメータにより事務所へ

伝送する（通年）。なお、観測データは関連システムで閲覧可能なものとする。 

表 5-2 高瀬川水系流域雨量観測所一覧表 

 3)実施にあたっての留意点 

観測所データは、防災関係各機関での利用、ならびに一般へ情報提供している極めて重要なものであ

り、機器の故障による欠測や施設の損傷を回避する必要があるため、点検を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測所名 所在地 種別 河川名 区分 

上北鉱山 上北郡七戸町国有林４４林班２－９小班 テレ 坪川 冬期閉局 

山屋 上北郡七戸町字山屋１１９－２ テレ 高瀬川 ヒーター付き 

十和田 十和田市大字三本木字北平１４７－４７５ テレ 砂土路川 ヒーター付き 

大浦 上北郡東北町大字大浦字管林４－２ テレ 高瀬川 ヒーター付き 

金矢 上北郡六戸町大字犬落瀬字中屋敷７９－７７ テレ 姉沼川 ヒーター付き 

仏沼 三沢市八幡二丁目１０６６－３ テレ 高瀬川 ヒーター付き 

土場川 上北郡東北町字土場川１７６ テレ 土場川 ヒーター付き 

鶴ヶ崎 上北郡東北町字鶴ヶ崎２８－４ テレ 高瀬川 ヒーター付き 

小川原湖 上北郡東北町小川原湖内 テレ 高瀬川 ヒーター付き 

向平 上北郡東北町字向平１１１ テレ 赤川 ヒーター付き 

千歳 上北郡六ヶ所村大字倉内字笹崎８７１－２ テレ 土場川 ヒーター付き 
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(3) 高水流量観測（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

水位観測データから流量状況把握のため、水位流量変換式（以下、Ｈ－Ｑ式という）作成を

行う必要があり、水位観測所付近で観測作業が安全かつ正確に行うことが可能な地点で流量観

測を行う。 

     流量観測は、浮子などを用いる高水流量観測を実施しＨ－Ｑ式を求める。 

    水位観測データをＨ－Ｑ式に代入しリアルタイム流量データの把握に資するほか、流量状況

の把握に資する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施場所は表５－３のとおりとし、各観測所毎に観測可能な水位を超え、さらに水位が上昇

すると予測されるときに実施する。 

 

表 5-3 高瀬川水系高水流量観測所 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)実施にあたっての留意点 

高水流量観測所は、Ｈ－Ｑ式作成段階で低水部から上の範囲でバランス良く最高水位部分ま

でのデータを確保するため、遅滞なく適時に観測出動の指示を行う。 

    洪水の立ち上がり部と下降部では水位流量の関係が違うことから、偏ることがないよう観測

する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測所名 所在地 測線数 管理区分 河川名 備考 

赤川 上北郡七戸町李沢字家ノ前 2 指定区間 赤川   

上野 上北郡東北町上野字揚地ノ下 5 指定区間 高瀬川   

砂土路川 上北郡東北町大字大浦字川内 3 指定区間 砂土路川   

中津川 上北郡東北町大字小川原 1 指定区間 中津川   

姉沼川 三沢市大字三沢字猫又 2 指定区間 姉沼川   

土場川 上北郡東北町字土場川１７６地先 2 指定区間 土場川   
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(4) 低水流量観測（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

水位観測データから流量状況把握のため、水位流量変換式（以下、Ｈ－Ｑ式という）作成を

行う必要があり、水位観測所付近で観測作業が安全かつ正確に行うことが可能な地点で流量観

測を行う。 

    流量観測は、流速計を用いて実施しＨ－Ｑ式を求める。 

    水位観測データをＨ－Ｑ式に代入しリアルタイム流量データの把握に資するほか、流量状況

の把握に資する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施の場所は表５－４のとおりとし、観測は年間１２回を基準とし、異常渇水時には適宜観

測することとする。 

 

表 5-4 高瀬川水系低水流量観測所 

 

 

 

 

 

 

 

 

3)実施にあたっての留意点 

観測は、河川砂防技術基準の水深及び流量測定間隔に基づき行うものとする。 

また、主に高水敷より低い水位を観測することから、Ｈ－Ｑ式作成段階でバランス良く最高データを

確保するため、観測水位が偏ることがないよう観測する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

観測所名 所在地 管理区分 河川名 備考 

赤川 上北郡七戸町李沢字家ノ前 指定区間 赤川   

上野 上北郡東北町上野字揚地ノ下 指定区間 高瀬川   

砂土路川 上北郡東北町大字大浦字川内 指定区間 砂土路川   

中津川 上北郡東北町大字小川原 指定区間 中津川   

姉沼川 三沢市大字三沢字猫又 指定区間 姉沼川   

土場川 上北郡東北町字土場川１７６地先 指定区間 土場川   
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(5) 水質観測（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

公共用水域における環境基準の達成状況の把握及びデータの蓄積を行い利水計画策定等に資

する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施場所及び測定項目・頻度は表５－５のとおりとする。 

 

 

表 5-5  水質観測箇所及び測定項目一覧表 
回数／年

ｐ  Ｈ 12 12 12 12 12 12 8

ＢＯＤ 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

ＣＯＤ 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

Ｓ  Ｓ 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

Ｄ  Ｏ 12 12 12 12 12 12 8

大腸菌群数（１） 12 12 12 12 12 12 8

亜    鉛 4 12 12 12 4 4 8

総 窒 素 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

総 リ ン 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

カドミウム 2 2 2

シ ア ン 2 2 2

鉛 2 2 2

クロム（六価） 2 2 2

ヒ    素 2 2 2

総 水 銀 2 2 2

Ｐ Ｃ Ｂ 1 1 1

ジクロロメタン 2 2 2

四塩化炭素 2 2 2

1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾀﾝ 2 2 2

1,1-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2 2 2

ｼｽ-1,2-ｼﾞｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2 2 2

1,1,1-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 2 2 2

1,1,2-ﾄﾘｸﾛﾛｴﾀﾝ 2 2 2

ﾄﾘｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2 2 2

ﾃﾄﾗｸﾛﾛｴﾁﾚﾝ 2 2 2

1,3-ｼﾞｸﾛﾛﾌﾟﾛﾍﾟﾝ 2 2 2

チウラム 2 2 2

シマジン 2 2 2

チオベンカルブ 2 2 2

ベンゼン 2 2 2

セ レ ン 2 2 2
硝酸態窒素及び亜硝酸態窒素 12 12 12 12 12 12 8

1,4-ｼﾞｵｷｻﾝ 2 2 2

銅 2

ｱﾝﾓﾆｳﾑ態窒素 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

亜硝酸態窒素 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

硝酸態窒素 12 12 12 12 12 12 8 8 8 8 6 12 12

有機態窒素 12 12 12 12 12

オルトリン酸態リン 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

溶解性総リン 12

クロロフィルａ 12 12 12 12 12 12 12

シリカ 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

植物プランクトン 9 9 9 9 9

濁    度 12 12 12 12 12 12 12

陰イオン界面活性剤 2

2-ﾒﾁﾙｲｿﾎﾞﾙﾈｵｰﾙ 9

ジオスミン 9

導 電 率 6 6 6 6 6 6 6

塩化物イオン 12 12 12 12 12 12 8

糞便性大腸菌群数 12 12 12 12 12 12 12

公共用水域

小川原湖
№Ｃ

小川原湖
№Ｇ

小川原湖
№Ｈ

河口 高瀬橋

生
活
環
境
項
目

健
康
項
目

そ
の
他

流入河川

上野 姉沼川 砂土路川 土場川 赤川 中津川 姉沼出口
地点名／項目

水
質
項
目

小川原湖
№A
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回数／年

含水量 1 1

強熱減量 1 1

硫化物 1 1

T-N 1 1

T-P 1 1

Cd 1 1

Pb 1 1

Cr6+ 1 1

As 1 1

T-Hg 1 1

PCB 1 1

Ni 1 1

Zn 1 1

Fe 1 1

Mn 1 1

塩化物イオン 1 1

COD 1 1

BOD 1 1

地点名／項目

公共用水域 流入河川

小川原湖
№A

小川原湖
№Ｃ

健
康
項
目

そ
の
他

生
活
環
境
項
目

底
質
項
目

小川原湖
№Ｇ

小川原湖
№Ｈ

河口 高瀬橋 上野 姉沼川 砂土路川 土場川 赤川 中津川 姉沼出口

 
※小川原湖水質自動監視装置（H25.3設置）の監視項目は、水温・塩分・DO・濁度である。 

 

3)実施にあたっての留意点 

日常巡視において、水質変状（水色、濁り、臭気、魚の斃死など）に注目し、変状があった

場合にはすみやかに必要な水質調査(簡易調査)を実施するものとする。 
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(6) 水文等観測施設の点検（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

河川水位観測所１２箇所、雨量観測所１１箇所、水質自動観測所２箇所があり、現況流下能

力等の把握を始め経年的にデータを蓄積し、河川の流出特性の把握、水文統計や河道計画等の

基礎資料として使用され、また、観測データはリアルタイムに配信しており、適切な洪水対応

等の基礎的なデータとであることから、適切に水文等観測データを取得するため、観測施設の

状態を把握する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

水位観測所の点検は定期点検を月１回、総合点検を年１回とし、テレメータ装置の点検は半

年に１回実施する。 

雨量観測所の点検は定期点検を月１回、総合点検を年１回とし、テレメータ装置の点検は半

年に１回実施する。 

    水質自動観測所の点検は定期点検を月１回、総合点検を年１回実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

観測所データは、防災関係各機関での利用、ならびに一般へ情報提供している極めて重要な

ものであり、機器の故障による欠測や施設の損傷を回避する必要があるため、点検を実施する。 

 

(7) 水文等観測データの閲覧（区分共通） 

 テレメータにより受信したデータは以下のアドレスで確認が可能である。  

○河川情報システム（青森版） 

http://10.113.16.17/title.html 

○高瀬川水系テレメータデータ 

http://10.124.66.10/telemeter/takase/ 

○水系別水文水質データベース 

http://10.112.16.101/cgi-bin/mizumizu.exe 
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１．３ 河川区域等における利用や環境にかかる変状の発見 

 

1.3.1 河川区域等における不法行為の発見 

(1) 流水の占用関係（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

不法取水が行われていないか確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を放置した場合、

河川利用者への影響や水防活動への支障による影響など、社会的観点からの巡視は重要である

ことから、定期的に確実に巡視する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

 3) 実施にあたっての留意点 

(2) 土地の占用関係（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

不法耕作、不法占用等が行われていないか確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を

放置した場合、河川利用者への影響や水防活動への支障による影響など、社会的観点からの巡

視は重要であることから、定期的に確実に巡視する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

 (3) 産出物の採取に関する状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

盗掘、不法伐採が行われていないか確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を放置し

た場合、河川利用者への影響や水防活動への支障による影響など、社会的観点からの巡視は重

要であることから、定期的に確実に巡視する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。また、河口部についてはＣＣＴＶカメラ

による常時監視を行うものとする。 

 (4) 工作物の設置状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

不法工作物が設置されていないか確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を放置した

場合、河川利用者への影響や水防活動への支障による影響など、社会的観点からの巡視は重要

であることから、定期的に確実に巡視する。 
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 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

(5) 土地の形状変更状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

不法に掘削、盛土等が行われていないか確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を放

置した場合、河川利用者への影響や水防活動への支障による影響など、社会的観点からの巡視

は重要であることから、定期的に確実に巡視する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

 (6) 河川管理上支障を及ぼすおそれのある行為の状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

「河川の損傷」、「ゴミ等の投棄」、「指定区域内の車両乗り入れ」、「汚水の排出状況」

を確認するため巡視を実施する。なお、不法状態を放置した場合、河川利用者への影響や水防

活動への支障による影響など、社会的観点からの巡視は重要であることから、定期的に確実に

巡視する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

(7) 河川保全区域及び河川予定地における行為の状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

不法工作物等がないか、不法形状変更等の行為がないか、不法駐車がないか確認するため巡

視を実施する。なお、不法状態を放置した場合、河川利用者への影響や水防活動への支障によ

る影響など、社会的観点からの巡視は重要であることから、定期的に確実に巡視する。 

2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 
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１．３．２ 河川利用施設及び許可工作物の維持状況の確認 

(1) 許可工作物の維持管理状況（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

許可工作物の適正な維持管理と使用（利用）状況について、定期的な点検により河川管理上

の支障が生じないよう実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

実施の場所の対象施設は、表５－６のとおりとし、点検時期は出水期前の１回とし、管理者

立ち会いのもとに実施する。 

 

表 5-6 樋門・樋管等一覧（許可工作物） 

 

 

 

 

 

  

 

 

3)実施に当たっての留意点 

定期検査における留意点は、「施設管理者の維持管理状況の確認」、「出水時、緊急の対応

の確認」、「補修等指摘箇所の補修計画及び補修の確認」とする。 

(2) 親水施設等の維持管理状況 

 1)実施の基本的な考え方 

河川利用が活発な箇所において、親水施設の状況（施設の破損、階段上等の堆砂及び施設前

面の河川の形状変化）、周辺の状況（施設周辺の高水敷に危険な段差等がないか）、親水施設

の利用状況（施設が適切に利用されているか）及び転落防止柵・境界表示植栽等の状況（破損、

汚損、枯死がないか）等について、「河川における安全利用及び水面利用の安全点検に関する

実施要領（案）」に基づき安全点検を実施する。 

 

 

 

 河川名 施設名(許可工作物) 設置箇所 申請者名 設置年度 

1 
高瀬川 

(小川原湖) 
排水施設 南谷地排水樋管 東北町大字上野 沼崎土地改良区 Ｓ57 

2 
高瀬川 

(小川原湖) 
排水施設 小川原排水樋管 東北町大字上野 沼崎土地改良区 Ｓ57 

3 
高瀬川 

(小川原湖) 
揚水機場 小川原湖揚水機場 東北町大字大浦 母衣平地区開田事業 Ｓ60 

4 
高瀬川 

(小川原湖) 
揚水機場 滝沢平揚水機場 東北町大字山ノ神平 滝沢平土地改良区 Ｓ44 

5 
高瀬川 

(小川原湖) 
揚水機場 向山簡易揚水機場 東北町大字大浦 向山地区開田 Ｓ60 

6 
高瀬川 

(小川原湖) 
揚水機場 淋代平揚水機場 三沢市大字三沢 淋代平土地改良区 Ｓ42 

7 
高瀬川 

(小川原湖) 
頭首工 谷地頭頭首工 三沢市大字三沢 北三沢土地改良区 Ｓ37 

8 
高瀬川 

(小川原湖) 
橋梁 高瀬橋 六ヶ所村大字倉内 青森県 Ｓ40 
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2)実施の場所、頻度、時期等 

直轄管理区間内における河川公園等の各施設及び河道内を対象に安全利用点検を実施するも

のとする。実施内容は以下の通りとする。 

１．陸上の安全利用点検 

■ 時期：ゴールデンウィーク前及び夏休み前 

■ 場所：河川公園や河口、親水護岸等、人が集まりやすいところを対象 

■ その他：河川公園等、占用がとられている箇所は、占用者と合同で点検する。 

２．水面の安全利用点検 

■ 時期：夏休み前 

■ 場所：高瀬川の直轄管理区間のうちＡ区間(小川原湖内のみ)について、低水路部及び

河岸部を対象とする。 

■ その他：船上からの点検とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 点検実施計画箇所位置図 

 

 

 

 

 

 

⑤  小川原湖 
（仏沼地区） 
水辺広場 
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表 5-7 点検実施計画箇所一覧表 

 河川名 
河川名（左･右岸） 

対象区域･施設 点 検 項 目 
距離標 

1 高瀬川 
高瀬川（左岸） 高瀬川河口 

(六ヶ所村平沼地先) 
導流堤、管理用通路 

Ｎｏ．０～３ 

2 
高瀬川 

(小川原湖) 

高瀬川（左岸） ワカサギ公園 

(東北町浜台地先) 
湖水浴場、キャンプ場 

Ｎｏ．５４ 

3 
高瀬川 

(小川原湖) 

高瀬川（右岸） 三沢湖水浴場 

(三沢市頭無地先) 
湖水浴場、キャンプ場 

Ｎｏ．６２ 

4 
高瀬川 

(小川原湖) 

高瀬川（右岸） 小川原湖公園 

(東北町旭地先) 

湖水浴場、キャンプ場、湖岸堤、

揚水機場、排水樋管 Ｎｏ．６６～６７ 

5 
高瀬川 

(小川原湖) 

高瀬川（右岸） 仏沼地区水辺広場 

(三沢市仏沼) 
養浜工、管理用通路 

Ｎｏ．３８～４３ 

 3)実施にあたっての留意点 

通常の河川巡視に加えて、河川利用者が特に多い場所について、利用者の自己責任を原則と

し、その上で安心して河川を利用して頂くという観点から施設の詳細な点検を行う。 

点検結果はＨＰにより情報共有する。 

 

１．３．３ 河川空間の利用に関する情報収集 

(1) 危険行為等の発見 

 1)実施の基本的な考え方 

 「危険な利用形態」、「不審物・不審者の有無」の確認を行うため巡視を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

(2) 河川区域内における駐車や係留の状況 

 1)実施の基本的な考え方 

「河川区域内の駐車の状況」、「係留・水面利用等の状況」の確認を行うため巡視を実施す

る。 

     水面利用については、各地に整備された河川公園を核としたイベントが開催されるなど、適

正に利用されており、現時点では水面利用計画や利用区分を設定する必要はないが、今後、水

面利用の状況変化、地域からの要望等により、必要に応じて適切に対処するものとする。 

    河川巡視等において不法駐車、不法係留を発見した場合は、適切な措置を講じるものとする。 
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 2)実施の場所、頻度、時期等 

河川区域内の駐車の状況や不法係留については、定期的な巡視により把握することとし、Ａ

区間は４月～１２月は週２回、１月～３月は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回の巡視

を実施する。 

3)実施にあたっての留意点 

河川区域内の駐車状況や不法係留については、河川利用関係者、沿川自治体、警察などへ協

力要請を実施する。 

    水面利用については、水面利用団体(内水面漁協)等へ協力要請を実施する。 

(3) 河川区域内の利用状況 

 1)実施の基本的な考え方 

「イベント等の開催状況」、「施設の利用状況」を確認をする。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

 

１．３．４ 河川の自然環境に関する情報収集 

(1) 自然環境の状況の把握 

 1)実施の基本的な考え方 

「河川の水質に関する状況」、「河川の水位に関する状況」、「季節的な自然環境の変化」、

「自然保護上重要な生物の生息状況」を目視で確認可能な大まかな変状の確認を行うため巡視

を実施する。なお、河川の水質に関する状況は、特殊な汚濁色、油の流下、魚の浮上等がない

かを確認する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 

 (2) 河川の利用等による自然環境へ影響を与える行為 

 1)実施の基本的な考え方 

「自然保護上重要な地域での土地改変等」、「自然保護上重要な種の捕獲・採取の状況」の

確認を行うため巡視を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。 
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１．４ 日常的な河道・堤防等の巡視・点検 

1.4.1 河道及び堤防等の維持管理状況の概括的確認 

(1) 河川管理施設の維持管理状況 

 1)実施の基本的な考え方 

「堤防の状況」、「樋門等構造物の状況」、「護岸等の状況」を目視での確認可能な大まか

な変状を把握するため巡視を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

直轄管理区間のうちＡ区間を対象に、定常巡視の１項目として、河川巡視要領に基づき車上

から点検するものとする。実施頻度は、４月～１２月は週２回、１月～３月は週１回とし、河

口部は、ＣＣＴＶによる空間監視を実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

     ①定常巡視においては次の内容を確認する。 

         ｱ) 堤防天端：天端の不陸、亀裂、わだち、車両進入防止ゲート等の破損がないか。 

     ｲ) 堤防法面：法面の人畜による踏み荒らしの有無及び車両等による 轍
わだち

がないか、法崩れ

がないか、法尻付近に水たまりがないか。 

     ｳ) 樋門等構造物：門柱・管理橋に変状、破損、汚損はないか。 

     ｴ) 標識・距離標等：破損、腐食、汚損、抜け、飛散、倒壊がないか。 

     ②特定巡視においては次の内容を確認する。 

     ｱ) 樋門等構造物  函体内部：変状、破損等がないか。 

                             護  岸：変状、破損等がないか。 

               取付水路：浸食、埋塞等がないか。 

     ｲ) 堰等河川横断工作物：河川横断工作物本体及び周辺構造物の変状、損傷等がないか。 

     ｳ) 護岸、根固め及び水制等：滑落、流出、破損等ないか。 

 (2) 河道の状況 

 1)実施の基本的な考え方 

       「河道の状況」「河口閉塞の状況」「河道内における砂州堆砂状況」「樹木群の生育状況」

を目視で確認可能な大まかな変状を把握するため巡視を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

    定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。また、河口部はＣＣＴＶによる空間監視

を実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

    河岸及び河道の状況については、浸食、埋塞がないかを確認する。また、必要に応じて徒歩

及び水上巡視も併用して行う。 
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１．５ 日常的な巡視・点検を受けた河道・堤防等のモニタリング 

 

1.5.1 河道・堤防等の変状の点検（巡視・点検による発見時） 

(1) 堤防（表・裏法面、天端、裏法尻、堤脚部、堤内地等）の点検 

 1)実施の基本的な考え方 

日常点検により発見された変状が、施設の機能に支障となると判断される場合に対策を実施

するための継続的モニタリングを実施する。また、変状を発見した場合は、河川防災エキスパ

ートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指

導を得る。 

なお、堤防天端を道路管理者が占用している箇所は、油の流出や天端の損傷状況等について

監視を実施し、支障がある場合には管理者に是正措置を通知する。 

表 5-8 堤防天端道路占用一覧表 

 

 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

     定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間の４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。また、河口部はＣＣＴＶによる空間監視

を実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

(2) 護岸等（高水護岸、低水護岸、堤防護岸、根固め、水制、樋門等構造物周辺等）の点検 

 1)実施の基本的な考え方 

     日常点検により発見された変状が、施設の機能に支障となると判断される場合に対策を実施

するための継続的モニタリングを実施する。また、変状を発見した場合は、河川防災エキスパ 

ートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指

導を得る。 
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 2)実施の場所、頻度、時期等 

    定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。また、河口部はＣＣＴＶによる空間監視

を実施する。 

 

(3) 河道内変状の把握（深掘れの状況、土砂等の堆積状況等） 

 1)実施の基本的な考え方 

    日常点検により発見された変状が、施設の機能に支障となると判断される場合に対策を実施

するための継続的モニタリングを実施する。また、変状を発見した場合は、河川防災エキスパ

ートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指

導を得る。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

    定期的な巡視により状況を把握することとし、Ａ区間は４月～１２月は週２回、１月～３月

は週１回とし、Ｂ区間は年間を通して週１回とする。また、河口部はＣＣＴＶによる空間監視

を実施する。 

 

(4) 施設（水門、樋門、樋管、排水機場等）の点検 

 1)実施の基本的な考え方 

    施設の機能が正常に作動するかどうかを確認し、設備の信頼性確保、機能維持のため点検を

実施する。実施にあたっては、施設操作に係わる機械設備及び電気施設についても、点検、調

査を実施し、状態を適切に評価し、機動的かつ計画的に部品の修理、交換及び施設の更新を行

う。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

    直轄管理区間内のうちＡ区間の各河川管理施設を対象に、操作員を含めた合同の点検を出水

期を迎える５月～６月中に１回実施するものとする。また、樋門・樋管については、各年度当

初に委嘱された水閘門操作員が毎月の定期点検・整備（１～２月を除く）を実施する。 
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表 5-9 樋門・樋管等一覧（河川管理施設） 

 

 

 3)実施にあたっての留意点 

        水閘門操作員の技術力を養うための講習会を年１回実施する。 
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１．６ 出水期前・出水中・出水後の河道・施設のモニタリング 

 

1.6.1 施設の変状の点検 

(1) 堤防(表・裏法面、天端、裏法尻、堤脚部、堤内地等)の出水期前・出水中・出水後点検 

 1)実施の基本的な考え方 

    河川堤防の安全性・信頼性を維持し高めて行くために、出水期前・出水中・出水期後に「直

轄河川堤防の目視点検によるモニタリングの試行について」に基づき、点検を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

        ①  出水期前のモニタリングは、基本的に職員が実施する。 

     ② 洪水中のモニタリングは、「出水時情報把握班」を中心に実施する。 

     ③ 洪水後のモニタリングは、「出水時情報把握班」及び「職員」が実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

    変状を発見した場合は、河川防災エキスパートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラ

ー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指導を得るものとする。 

 

(2) 護岸等（高水護岸、低水護岸、堤防護岸、根固め、水制、樋門等構造物周辺等）の出水期前・

出水中・出水後点検 

 1)実施の基本的な考え方 

    河川堤防の安全性・信頼性を維持し高めて行くために、出水期前・出水中・出水期後に「直

轄河川堤防の目視点検によるモニタリングの試行について」に基づき、点検を実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

        ①  出水期前のモニタリングは、基本的に職員が実施する。 

     ② 洪水中のモニタリングは、「出水時情報把握班」を中心に実施する。 

     ③ 洪水後のモニタリングは、「出水時情報把握班」及び「職員」が実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

    変状を発見した場合は、河川防災エキスパートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラ

ー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指導を得るものとする。 

 

(3) 河道内変状の把握（深掘れの状況、土砂等の堆積状況等） 

 1)実施の基本的な考え方 

     河川堤防の安全性・信頼性を維持し高めて行くために、出水期前・出水中・出水期後に「直

轄河川堤防の目視点検によるモニタリングの試行について」に基づき、点検を実施する。 
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2)実施の場所、頻度、時期等 

        ①  出水期前のモニタリングは、基本的に職員が実施する。 

     ② 洪水中のモニタリングは、「出水時情報把握班」を中心に実施する。 

     ③ 洪水後のモニタリングは、「出水時情報把握班」及び「職員」が実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

    変状を発見した場合は、河川防災エキスパートを中心とし、必要に応じてリバーカウンセラ

ー等の専門家にお願いし、専門家の助言、指導を得るものとする。 

 

(4) 施設（水門、樋門、樋管、排水機場等）の出水期前、出水後点検 

 1)実施の基本的な考え方 

    施設の機能が正常に作動するかどうかを確認し、設備の信頼性確保、機能維持のため点検を

実施する。なお、異常が認められた場合には、速やかに適切な措置を講ずる。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

    樋門・樋管については、各年度当初に委嘱された水閘門操作員が毎月の定期点検・整備（１

～２月を除く）を実施する。 

    3)実施にあたっての留意点 

水閘門操作員の技術力を養うための講習会を年１回実施する。また、市柳川水門と平沼第一排

水樋門については遠隔化工事が完了したことから、年１回程度は遠隔操作の訓練を行うものと

する。 

 

1.6.2 出水中の洪水状況の把握（区分共通） 

(1) 洪水時の流向・流速・水あたりの把握（航空写真撮影、現地調査） 

 1)実施の基本的な考え方 

    洪水時における河道全体とその周辺の状況を立体的に把握し、澪筋や砂州などの河道の状況

やセグメントなどの河川特性を総合的に捉えるため、航空写真撮影あるいは航空ビデオ撮影を

行う。 

    河川管理をはじめ河川整備計画に反映させるほか、一般的視点で河川を見ることが可能であ

ることから一般への説明や広報資料として活用する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

    はん濫注意水位を大きく超過するような洪水が発生した場合、全川にわたり実施するものと

し、極力洪水ピーク時点の撮影を行う。 
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 3)実施にあたっての留意点 

    洪水時、気象状況の回復後速やかに作業が可能となるよう、平常時に航空会社との連絡系統

を調整しておく。 

    撮影作業は、特に水衝部区間の流況把握が明確になるように留意するよう航空会社にも周知

しておく。 

1.6.3 出水後の河道の状態把握 

(1) 河道形状の変状把握（縦横断測量、平面測量（航空写真）） 

    5-2-1測量(1)縦横断測量による。 

(2) 洪水痕跡調査（区分共通） 

 1)実施の基本的な考え方 

    洪水痕跡調査は、河道計画の基本・計画高水の検討のために必要な河川管理期の基本をなす

重要なものであり、出水時の左右岩最高水位縦断状況を把握し、流下能力算定と河道計画に用

いる粗度係数検討等に必要なものである。また、堤内地側の内水による浸水エリア及び湛水深

についても内水対策を立案するために調査を実施する。 

2)実施の場所、頻度、時期等 

全川において、大規模出水後に実施について検討するものとする。 

3)実施にあたっての留意点 

    測量は河岸に付着した塵芥等を対象に行う必要があり、その位置は時間経過とともに不明瞭

になることから、洪水後極力早めに実施する。 

 

１．７ 風浪時の河道・施設の巡視・点検 

1.7.1 堤防・護岸等の変状の点検 

(1) 堤防(表法面、天端等)、護岸等（高水護岸、低水護岸、堤防護岸、根固め等）の風浪時点検 

 1)実施の基本的な考え方 

    河川堤防及び護岸の風浪による変状の早期発見を目的として、必要時において臨時の点検を

実施する。 

 2)実施の場所、頻度、時期等 

直轄管理区間のうちＡ区間を対象に、職員または河川巡視員が実施することとし、必要に応

じて「出水時情報把握班」による巡視を実施する。 

 3)実施にあたっての留意点 

    変状を発見した場合は、被災拡大防止のための措置を講ずることとし、必要に応じて河川防

災エキスパート、リバーカウンセラー等の専門家の助言、指導を得るものとする。 
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第６章 具体的な維持管理対策 
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１．具体的な維持管理対策 

 

１．１ 維持工事 

(1) 流下能力の確保 

 1)堤防補修 

河川巡視等により確認された堤防変状（降雨や流水による浸食、モグラ穴等による損傷、有

害植生の繁茂による法面の裸地化等）を放置した場合、洪水時に堤防損傷が拡大し、破堤の原

因となりことから、堤防の変状箇所の原因等を究明し、変状状況を評価し、機動的かつ効率的

に補修を実施し、災害の発生を未然に防止する。 

 2)河口埋塞土砂撤去 

高瀬川の河口は偏東風や高潮の影響により閉塞しやすいため、古くから地域住民による河口

部の浚渫が行われてきた。近年も、数年に一回程度河口閉塞が発生している。 

河口閉塞が生じた場合、洪水が海域に排出されず堰上げが生じることで、河口部付近の浸水

被害に繋がるおそれがあることから、河口部の砂州の発達状況について河川巡視、ＣＣＴＶカ

メラによる常時監視を行い、必要に応じて河口部の土砂撤去を実施する 

実施する際は経験上から、次の事項に注意する。 

① 大潮の時期等、干満の差が大きいときに行うことが望ましい 

② 掘削幅は１０ｍ程度とし、それ以上は流れによるフラッシュを期待する 

  

高瀬川河口部 

 (2) 河岸防護 

 1)護岸補修 

護岸の損傷を放置した場合、洪水時に護岸が流出し、堤防が浸食されたり、河川水の浸透水

により漏水が発生するなど、堤防の安全性が損なわれる恐れがあることから、災害発生の未然

防止の観点から、早期に護岸の損傷を発見、監視･評価し、機動的かつ効率的に補修を実施する。 
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2)塵芥 E

じんかい

A処理 

出水により発生する塵芥は、湖岸や樋管部に堆積し、これらを放置すれば、施設機能に支障

を及ぼす原因となるほか、水質等の環境面にも悪影響を与える。 

そのため、河川管理施設が常に機能を発揮し、良好な河川環境を維持できるように塵芥処理を

実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 堤防の質的な機能維持 

 1)堤防除草 

堤防除草は、河川巡視等により、堤防の変状を早期に、容易に把握し、堤防の機能を維持す

る事を目的としており、定期的な実施が必要である。 

     高瀬川においては、直轄河川管理区間のうちＡ区間の有堤部及び管理用通路部について以下

の頻度で実施することとする。 

    湖岸堤については年２回、管理用通路については年１回実施することを基本とする。管理用

通路でも背後地が農地等で、害虫防除等の必要がある箇所は年２回とする。 

    １回目の除草は、出水期（６月２０日～）前までに完了する。 

    ２回目の除草は、伸長の大きい夏草により秋期の出水等に対応するため、８月下旬から実施

する。 

   

堤防法面に雑草が繁茂している状態         堤防法面の除草後 

 

塵芥堆積状況 塵芥処理後の岸辺 
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2)堤防天端の舗装 

堤防天端の舗装は、雨水の堤体への浸透抑制を目的としており、堤防の舗装クラック等は、

雨水の浸透を助長しないよう、河川巡視等により変状を確認した場合には、必要に応じて補修

等の適切な措置を実施する。 

   

舗装前の状況             舗装後の状況 

 3)管理用通路の維持管理 

管理用通路は、日常の河川巡視、洪水時の河川巡視又は水防活動、地震発生後の河川管理施

設点検等のために設けられており、機能維持のため管理用通路の除草、不陸整正など、適正な

維持管理を実施する。 

(4) 樋門等施設の機能の維持 

 1)破損箇所の補修 

水門ならびに樋管本体及び周辺堤防の変状を把握するため、点検、調査を実施し、状態を適

切に評価し、機動的に補修を実施する。 

また、ゲート操作に係わる機械設備及び電気施設についても、点検、調査を実施し、状態を

適切に評価し、機動的かつ計画的に部品の修理、交換及び施設の更新を実施する。 

排水機場においては、ポンプの運転に係わる機械設備及び電気施設、上屋について、点検、

調査を実施し、状態を適切に評価し、機動的かつ計画的に部品の修理、交換及び施設の更新を

実施する。 

水路の埋塞土砂については、堆積が進行すると閉門時にエラーが表示され、確実な操作がで

きなくなることから、必要と判断される場合は土砂撤去を行う。特に、遠隔化操作を行う市柳

川水門と平沼第一排水樋管については、操作時に混乱を来さないように確実に実施していく。 

１．２ 施設の修繕・更新等 

水位観測所１２箇所、雨量観測所１１箇所、水質監視所２箇所について、定期的な保守点検を実

施し、局舎を含めて補修を要する箇所等が発見された場合には、速やかに補修を実施する。また、

機器の耐用年数が経過したものについては、計画的な機器の更新を実施する。 
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第７章 地域連携 
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  河川を基軸とした地域づくりや河川をフィールドとした地域活動が行われるとともに、高瀬川の

歴史・文化・風土を伝える活動や施設等とのネットワークにより地域間の交流が盛んになってきて

います。 

 

 １．市町村等との連携・調整 

（河川管理者と市区町村等が連携して行うべき事項：あらかじめ定めておくべき事項） 

１．１ 水防団と連携して行う危険箇所点検等 

水防月間に重要水防箇所について、各自治体及び水防団、防災エキスパートとともに重要水防箇

所の現地調査を行い、情報の共有を図り洪水に備える。 

また、水防技術の向上を図るため、毎年１回、出水期前に水防工法訓練を実施する。 

  

 

 

  １．２ 高瀬川水系洪水予報・水防連絡会 

   高瀬川河川事務所、青森地方気象台、青森県及び流域関連市町村では、高瀬川における

水害の防止・軽減のため、洪水予報及び水防に関する連絡・調整の円滑化・迅速な避難体制の確

保を図ることを目的とし、水系全体の情報共有を図っていく必要がある。 

 

１．３ 高瀬川水系水質汚濁対策連絡協議会 

高瀬川水系水質汚濁対策連絡協議会（会長：東北地方整備局河川部長）は昭和５５年度に発足

し、高瀬川水系の河川、湖沼及び水路等についての、水質汚濁対策や水質事故対策に関する関係

機関相互の連絡調整を図る事を目的に、日ごろから水質監視と水質事故対応や水質事故軽減対策

を行っており、今後も委員会・幹事会の開催、オイルフェンス設置訓練の開催等を継続して行っ

ていく。 

 

１．４ 高瀬川水系渇水情報連絡会 

高瀬川水系渇水情報連絡会（会長：高瀬川河川事務所長）は平成１０年度に発足し、高瀬川水

系の渇水時における関係利水者間の水利使用の情報交換を積極的に行い、もって渇水時の合理的

水防工法訓練 

 

重要水防箇所の合同巡視 
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な水利用並びに河川環境の保全を図ることを目的としている。今後も水系全体の情報共有を図っ

ていく必要がある。 

 

  １．５ 小川原湖水環境対策協議会 

   小川原湖水環境対策協議会（会長：高瀬川河川事務所長）は、平成２３年度に発足し、小川原

湖の水環境保全に関する情報の共有並びに施策の推進を図ることを目的とし、水環境の保全に係

わる対策を効果的に進めていく必要がある。 

 

１．６ 防災情報の共有等 

①ホームページを活用した時系列洪水氾濫シミュレーションの公表、洪水時に浸水が想定され

る区域図（浸水想定区域図）の作成を行うとともに、市町村が作成する洪水ハザードマップ・

防災計画の作成の支援を実施する。 

②インターネットによる水位・雨量等の防災情報のリアルタイムでの発信を行うことにより、

水害被害の軽減を図る。 

③気象台と共同で行っている洪水予報において、浸水・氾濫等の危険のある地区名を公表する

ことにより、被害の軽減に努める。 

④出水時における水防活動状況についての情報共有を継続するとともに、浸水情報についても、

今後共有を図るよう調整を図る。 
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２．ＮＰＯ、市民団体等との連携・調整 

 

２．１  小川原湖・高瀬川流域水環境ネットワーク 

高瀬川沿川市町村においては、各市町村、市民団体、ＮＰＯなど様々な活動主体による河川清

掃、環境学習などが実施されている。 

しかし、小川原湖及び流入河川においてアオコの発生などの水質悪化が懸念される状況となっ

ていることから、河川愛護の一層の啓発と水質保全活動の活性化を目指して、H19.4に小川原湖・

高瀬川流域水環境ネットワークが設立され、流域一斉清掃活動など具体の取り組みがスタートし

た。今後、より活発な活動がなされていくよう関係機関との調整を実施していく必要がある。 

 

  ２．２ 河川協力団体制度の活用 

   平成２５年度に創設された河川協力団体制度（※）の広報を進め、河川管理のパ－トナ－を増

やすことにより、地域の実情に合わせた多岐にわたる河川管理の充実を図っていく。 

   ※河川協力団体制度とは 

     自発的に河川の維持、河川環境の保全等に関する活動を行う NPO 等の民間団体を支援（許

可の簡素化等）する制度である。 
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第８章 効率化・改善に向けた取り組み 
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 河川の維持管理を行うにあったって、河川管理施設の老朽化、それら施設を管理する水閘門操作員

等の高齢化の進行、また、予算も限られているなかで、より効果的・効率的に取り組む必要がある。 

 「河川の状況把握」等で得られた結果を基に、必要に応じて修繕等を行うと伴に、今後「施設の長

寿命化」「作業員の負担の軽減」「作業の効率化・迅速化」等を目指し、以下の取り組みを行う。 

 

１．取り組み事項 

 １．１ 刈草の一般提供 

   堤防除草で発生した刈草は、積極的に一般提供するものとする。 

 １．２ 施設の長寿命化 

   既存の施設の長寿命化を目指すためには、損傷箇所を早期に発見し、早期に対応することが重

要である。よって、限られた回数での巡視・点検においては、その施設の設置年次、劣化の経年

状況を事前に把握したうえで効率的に行う。 

 

２．情報の共有化 

 ２．１ 情報の共有化 

   第５章「河川の状態把握」等で得られた情報は、事務所・出張所内で共有化すると伴に、河川

巡視システムを活用する。 

 

３．維持管理計画検討会の開催 

 ３．１ 維持管理計画検討会の開催 

   河川維持管理計画の実施状況、問題点及び解決策について、原則１回／年「河川維持管理計画

検討会」を開催し、維持管理計画のフォロ－アップを実施する。なお、検討会には、必要に応じ

専門家の意見を取り入れる。 

 

４．職員の負担軽減 

 ４．１ 職員の負担軽減 

   河川維持管理計画を実施するにあたり、巡視・点検に関しては極力職員（一部委託）で行うこ

ととしているが、職員数の減等から現在の体制では限界があることから、専門的な点検等は防災

エキスパ－トへの要請、出水時の状況把握班の増員など、職員の負担軽減に努める。 
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